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各都道府県衛生主管部（局） 御中 

 

厚生労働省健康局健康課予防接種室 

 

 

予防接種会場での救急対応に用いるアドレナリン製剤の供給等について 

 

 

予防接種法に基づく新型コロナウイルス感染症に係る臨時の予防接種（以下

「本件予防接種」という。）については、接種体制の構築に向けた準備の参考と

なるよう、「新型コロナウイルス感染症に係る予防接種実施に関する手引き」(令

和２年 12月 17日付け健発 1217第４号厚生労働省健康局長通知別添)を作成し、

実施体制の整備についてご協力をお願いしているところです。 

同手引きの 2.0版、第３章３（３）に記載のとおり、医療機関でない場所を接

種会場として接種を行う場合には、被接種者に副反応が起こった際に応急対応

が可能なような準備を行うこととしており、特に、被接種者にアナフィラキシー

やけいれん等の重篤な副反応がみられた際に応急治療ができるための救急処置

用品として、必要な物品や薬剤の準備を行うこととしています。 

このうち、アナフィラキシー発生時の補助治療として有用なアドレナリン（別

名：エピネフリン）製剤については、本件予防接種の実施にあたり、必要な量を

常時確保しておくことが重要であることから、その供給等に関連して下記のと

おり情報提供するので、貴職におかれましてはこれをご了知の上、貴管内の市町

村に周知を図るとともに、予防接種の実施体制の整備について、引き続き準備方

ご協力をお願いします。 

 

記 

 

１．アナフィラキシー発生時の補助治療として使用可能なアドレナリン製剤は、

令和３年２月１日現在、以下のとおりであること（販売名 50音順）。 

販売名 製造販売業者名 

アドレナリン注 0.1％シリンジ「テル

モ」(1mL) 

テルモ株式会社 



 

エピペン®注射液 0.15mg（注）／エピ

ペン®注射液 0.3mg 

マイランＥＰＤ合同会社 

ボスミン®注１mg 第一三共株式会社 

 （注）エピペン®注射液製剤については、通常、アドレナリンとして 0.01mg/kg

が推奨用量であり、エピペン®注射液 0.15mgは対象者の体重が 15～30kg、

0.3mgは体重 30kg以上の場合に使用すること。 

 

２．今般、１に挙げた製剤のうちエピペン®注射液 0.3mg について、製造販売業

者より、一定数の製品を無償提供する旨の申し出があったこと。このため、

当該無償提供分については以下のとおり取り扱うこと。 

（１）エピペン®注射液 0.3mg は、原則として自治体が設置する特設会場等に具

備する場合に無償提供されること。 

（２） 当該無償提供を希望する場合、注文数の上限は、概ね接種対象人口１万

人あたり１本程度を目安に、予め定められていること。ただし、人口にかか

わらず、全ての市町村（特別区を含む。以下同じ。）について１本の注文は

可能であること。また、上限までの範囲内であれば、複数回に分けて注文す

ることも可能であること。 

（３） 当該無償提供を希望する市町村は、製造販売業者が用意する専用のＷｅ

ｂサイトを通じて注文を行うこと。当該ＷｅｂサイトのＵＲＬ等については

追ってお知らせすること。 

（４） 無償提供に関し不明な点等については、以下に掲げる製造販売業者の窓

口に照会すること。 

 

（５） 当該無償提供は、特設会場等が、無償提供分に加えて、購入等によりア

ドレナリン製剤を追加で備えることを妨げるものではないこと。 

 

３．本件予防接種の実施にあたり、救急用品として具備するアドレナリン製剤に

ついては、病院等においては、原則としてアンプル製剤（ボスミン®注 1mg）

又はシリンジ製剤（アドレナリン注 0.1%シリンジ「テルモ」）によることを想
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定していること。特設会場等については、エピペン®注射液 0.3mgによること

も想定されること。 

 

４．アナフィラキシー発生時にエピペン®注射液製剤を適正に使用するため、本

件予防接種に従事するにあたり、エピペン®注射液製剤を使用する可能性のあ

る医師は、企業が提供する e-learning等の講習を受けること。ただし、既に

当該講習を受けた医師については、この限りでないこと。 


